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２０１７年１０月２日 

在ドミニカ共和国日本大使館 

１ 内政 

（１）１６日に発足後一年が経過した第二次メディーナ政権に対し，当地の著名なジャー

ナリスト兼政治アナリストのファン・ボリバル・ディアス氏は次のような評価を行ってい

る。伯オデブレヒト社の汚職問題，及び，政府関係者の汚職に反対する市民運動の「緑の

行進（Marcha verde）」により政府のイメージが低下している。また，メディーナ政権最大

の功績である継続的なマクロ経済の成長は，公的債務の拡大に依存している諸刃の剣であ

る。政府は２０１６年末時点で GDP 比５１．６％に上る債務を負っており，財政改善は当

国喫緊の課題といったものである。 

（２）２５－２６日，ハイチ人不法移民の出産によりドミニカ（共）側の医療費の負担が

増加している他，妊婦の各種病気罹患及び出生手続きの問題等がある旨報じられた。近年，

当国の産婦人科病院で出産するハイチ人不法移民は増加傾向であり（首都圏のある病院に

おける出産の２２％がハイチ人，東部の病院では５０％に及ぶ），その医療費はドミニカ政

府を経済的に圧迫している。 

（３）２９日，CID Latinoamerica 社（本部：コスタリカ）は当国の主要政治家の支持率世

論調査につき発表した。本調査は，伯オデブレヒト社汚職事件により低下したと言われて

いるメディーナ大統領の支持率が６４％で依然高いと発表。 

（４）２９日，当国主要紙が，ネズミ等の尿や体液から感染するレプトスピラ症感染者が

増加しており，今年既に当国で４３名が死亡している旨報じた。 

 

２ 外交 

（１）ベネズエラ問題 

ア １日，バルガス外相が他国によるベネズエラに対する干渉を批判しつつ，現在のベネ

ズエラ情勢を憂慮していると表明した一方，野党第一党PRMが当国政府に対し，ベネズエラ

制憲議会の不承認を要求した。 

イ １３日，バルガス外相は，ベネズエラ問題の解決手段として軍事介入を行うことを拒

否し，対話による外交手段こそが同問題の解決に向けた最良の選択であると発言した。 

（２）１８日，ドミニカ（共）外務省は，１７日にバルセロナで発生したテロ事件により

亡くなった少なくとも１４名及び約１００名に上る負傷者に対し，深い哀悼の意を表した。 

（３）２１日，バルガス外相はキュラソーを訪問，キュラソー，アルバ，セント・マーチ

ン，及びオランダ政府関係者等と経済協力，医療観光，持続可能な開発，カリブ諸国間の

連携等に関する協力合意を締結した。 

（４）２３－２７日，Feng Shin-Kwan台湾国防部長及びJose Maria Diu台湾外交部次長が



ドミニカ（共）を訪問，二国間の今後の更なる経済・軍事協力の拡充に向け，当国政府関

係者等と会合を行った。２３日，Jose Maria Diu台湾外交部次長を代表とする台湾からの

派遣団は，ドミニカ（共）との二国間関係の緊密化のため当国を来訪し，ルベン・マルド

ナド下院議長を表敬訪問した。２５日，Feng Shin-Kwan台湾国防部長もルベン・マルドナ

ド下院議長を表敬訪問し，ドミニカ（共）の国益に資する戦略的な新たな協力関係モデル

の構築に向けて会合を行った。また，同国防部長は，首都サントドミンゴ市内のホテルで

開催された中華民国軍記念日を祝する式典において，当国パウリノ国防大臣と会談を行い，

外交関係を通じ，軍人の養成等の二国間の軍事協力を強化していく旨合意した。 

（５）３１日，バルガス外相は，自身の執務室において２４の台湾企業の代表者の表敬を

受け，同台湾企業による今後の投資拡大につき意見交換を行った。同外相は，ドミニカ（共）

には，マクロ経済の安定，北米・中米・南米を結ぶ立地の良さ，DR-CAFTAを通じた自由貿

易，低いインフレ率（２．７％），投資に適した環境が整っている旨述べた。台湾企業家

の代表団は，当国への投資に関心を示した。 

 

３ 経済 

（１）７日，ドミニカ（共）中央銀行は，本年上半期のマクロ経済データの報告書を公表，

今年第２四半期（４月-６月）の経済成長率は２．７％を記録，第１四半期（１月－３月）

の成長率５．２％と合わせ，上半期全体では４％となった。昨年の上半期の経済成長率が

７．４％であったことから，当国マクロ経済は鈍化している。なお，今年一年間を通じた

最終的な経済成長率は約５％となる見込み（２０１６年の成長率は６．６％）。 

（２）２２日，ルベン・ビチャラCDEEE副総裁は，同日メディーナ大統領がプンタカタリー

ナ石炭火力発電所への投資に関心を持つ米国の投資家と会合したと発表した。また，２５

日，同副総裁は，伯オデブレヒト社が要求する７億ドルの追加支払いを行わないと述べた。 

（３）２５日，政府は，大統領令を通じ，輸出及び海外からの投資促進を行うProDominicana

という新たな政府機関をドミニカ輸出投資センター（CEI－RD）内に設置。ヘンリー・モリ

ーナ・ドミニカ輸出投資センター所長は，同機関がペルー，チリ，メキシコ，コロンビア

等の中南米諸国の該当機関を参考に設置された旨述べた。 

 

（別添１）経済指標 

（了） 


